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      議員提出議案第11号 大阪戦略調整会議の設置に関する条例案の 

      一部修正の承諾を求めることについて 

 

 

 議員提出議案第11号大阪戦略調整会議の設置に関する条例案の一部を別紙のとおり修

正したいので、会議規則第11条の規定により承諾を願いたい。 

 

 

平成２７年６月１０日 

 

 

大阪市会議長  東   貴 之 様 

 

 

 

           提 出 者 

            柳 本   顕   黒 田 當 士   加 藤 仁 子 

北 野 妙 子   太 田 晶 也   荒 木   肇 

山 本 長 助   川 嶋 広 稔   新 田   孝 

髙 野 伸 生   足 髙 將 司   多賀谷 俊 史 

荒 木 幹 男   床 田 正 勝   西 川 ひろじ 

永 井 啓 介   福 田 武 洋   前 田 和 彦 
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（別 紙） 

 

 議員提出議案第11号 大阪戦略調整会議の設置に関する条例案の一部を次のように修

正する。 

 第５条に次の１項を加える。 

２ 大阪会議は、市長、大阪府知事及び堺市長以外の執行機関の権限に属する事項につ

いて協議を行う場合には、前項各号に掲げる委員のほか、当該執行機関が当該執行機

関の委員長、委員若しくは当該執行機関の事務を補助する職員又は当該執行機関の管

理に属する機関の職員のうちから選任した者を委員として加えるものとする。 

 第６条中「前条」を「前条第１項」に改める。 

 第７条第２項中「委員」を「委員（第５条第２項に規定する委員を除く。）」に改める。 

 第８条第２項中「委員」を「委員（第５条第２項に規定する委員を除く。）」に改め、

同条第３項中「委員の３分の２以上」を「本市に属する委員、大阪府に属する委員及び

堺市に属する委員のそれぞれ３分の２以上」に改め、同条第４項中「出席委員の過半数」

を「出席委員のうち本市に属する委員、大阪府に属する委員及び堺市に属する委員のそ

れぞれ過半数」に改め、同条第６項を削り、同条第７項を第６項とする。 

 第10条第１項中「求めなければならない」を「求めるよう努めなければならない」に

改め、同条第４項中「改めて」を削る。 

 附則を次のように改める。 

この条例の施行期日は、市規則で定める。 
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（参 照）                             傍線は削除 

                                  太字は修正 

 

大阪戦略調整会議の設置に関する条例案（抄） 

 

（組 織） 

第５条 省 略 

２ 大阪会議は、市長、大阪府知事及び堺市長以外の執行機関の権限に属する事項につ

いて協議を行う場合には、前項各号に掲げる委員のほか、当該執行機関が当該執行機

関の委員長、委員若しくは当該執行機関の事務を補助する職員又は当該執行機関の管

理に属する機関の職員のうちから選任した者を委員として加えるものとする。 

（任 期） 

第６条 前条第１項第４号から第６号までに掲げる委員の任期は、２年とし、再任を妨

げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

（会長及び副会長） 

第７条 省 略 

２ 会長及び副会長は、委員（第５条第２項に規定する委員を除く。）の互選による。 

３－４ 省 略 

（会 議） 

第８条 省 略 

２ 会議は定例会として年４回実施する。ただし、委員（第５条第２項に規定する委員

を除く。）の２分の１以上から会議の招集の請求があったときは、会長は速やかに臨

時に会議を招集しなければならない。 

３ 会議は、本市に属する委員、大阪府に属する委員及び堺市に属する委員のそれぞれ

３分の２以上の出席がなければ開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員のうち本市に属する委員、大阪府に属する委員及び堺市に

属する委員のそれぞれ過半数で決することを基本に会議において定める。 

５ 省 略 

６ 大阪会議は、市長、大阪府知事及び堺市長以外の執行機関の権限に属する事項につ
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いて協議を行う場合には、当該執行機関が当該執行機関の委員長、委員若しくは当該

執行機関の事務を補助する職員又は当該執行機関の管理に属する機関の職員のうち

から選任した者の出席を求め、その意見を聴くものとする。 

７ 省 略 

６ 

（協議結果の取扱い） 

第10条 市長は、市会の定例会の都度、大阪会議の協議状況について報告するとともに、

大阪会議で合意又は決定された事項については市会に必要な議案を提出し、その議決

を求めるよう努めなければならない。 

２－３ 省 略 

４ 前項の協議が整ったときは、市長は、改めて市会に当該事項の実現に向けた議案を

提出するものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

     の施行期日は、市規則で定める。 

 


